
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つげさん（貝塚市）のお財布事情 
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本資料では、貝塚市の財政状況をわかりやすく解

説しているよ。これからの貝塚のまちをより良く

するために、限られたお金をどう使うか、一緒に

考えよう! 
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 市では、市民の暮らしを支えるために、学校や認定こども園の運営、道路や下水道の整備、ごみ収集など、さ

まざまなサービスを行っています。 

 これらのサービスを効率的に行うための「お金のやりくり」を財政といいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市のお財布は、大きく一般会計と特別会計に分かれます。 

 サービスの性質によってお金を管理し、お財布ごとに収支を明確にしているのです。 

 特別会計の中でも、収益性のある事業に係る会計を公営企業会計といいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政ってなに?～財政の仕組みと会計の種類～ 

使えるお金がどれくらい集まる

かを予測し、使い道を決める 

予算の編成 

実際に集めたお金を使って 

サービスを行う 

予算の執行 

予定通りにお金が集まり、 

どのように使われたか確認する 

決算の調整 

サービスを行うためのお金を管理するお

財布を会計と呼び、市に入ってくるお金

を収入、市が使うお金を支出といいま

す。また、一年間の収入を歳入、支出を

歳出といいます。 

収入 会計 支出 

どんなお財布があるの? 

一般会計 

税金などを財源として、福祉、

教育、道路・公園整備など私た

ちの生活全般に関する行政サー

ビスを行うためのお財布 

特別会計 

公営企業会計 
特定の事業を行うために、法律

や条例に基づいて、「一般会計」

とは別に経理 

使用料金や診療報酬など、

特定の収益により事業を

行うためのお財布 

市のお財布の中心 

国民健康保険・介護保険の

運営などの事業 水道・下水道・病院

などの事業 

財布は別々 
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歳入総額では令和 4 年度から 5 年度にかけて約 10 億円減少、令和 5 年度から 6 年度にかけて約 8 億円増加し

ています。令和 5 年度から令和 6 年度の増加要因は譲与税・各種交付金と地方交付税です。譲与税・各種交付金

については、地方特例交付金が約 3 億 5,000 万円増加しているのが主な要因です。これは、定額減税による地方

自治体の個人住民税の減収を補てんするために定額減税減収補塡特例交付金が新設されたことによるものです。

地方交付税については、令和 5 年度より約 5 億円増加しております。 

市税, 113億7328万円

譲与税・各種交付金, 
32億5608万円

地方交付税, 69億4058万円使用料・手数料、分担金・

負担金, 
4億9622万円

国庫支出金, 
90億1069万円

府支出金, 31億0665万円

繰入金, 7億6878万円

市債, 
10億0542万円

その他, 19億5233万円

379億

1,003万円

114億9554万円 114億4528万円 113億7328万円

26億0539万円 26億7703万円 32億5608万円

61億8925万円 64億3646万円 69億4058万円5億3035万円 5億0581万円

4億9622万円
91億1060万円 86億3245万円 90億1069万円

27億9309万円 28億8401万円 31億0665万円
7億8072万円 6億9520万円

7億6878万円30億2404万円 19億1125万円 10億0542万円
16億3390万円

19億5319万円 19億5233万円

億0万円

50億0000万円

100億0000万円

150億0000万円

200億0000万円

250億0000万円

300億0000万円

350億0000万円

400億0000万円

450億0000万円

R4 R5 R6

令和６年度の決算を見てみよう! 

① 貝塚市の収入はどれくらい? 

市税や、国、府の補助金が大

きな割合を占めているよ。

そのほか、市債（借金）や繰

入金（貯金の活用）でやりく

りしているんだね。 

371 億 4068 万円  

収入の推移 

381 億 6288 万円  
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379 億 1003 万円 



 

 

 

   
 

 

 

2億4673万円

51億5097万円

189億8745万円

30億4012万円

26億8988万円

11億5864万円

28億1861万円 28億2242

万円

8億4379万円

議会費 総務費 民生費 衛生費 土木費 消防費 教育費 公債費 その他

377億

5,861万円

2億5058万円 2億4014万円
2億4673万円

53億9266万円 41億2412万円 51億5097万円

174億8254万円
178億2852万円

189億8745万円

35億2737万円 39億1070万円
30億4012万円

29億3581万円 31億2887万円 26億8988万円
13億0531万円 11億7711万円 11億5864万円

32億0292万円 27億4949万円 28億1861万円
26億0101万円 26億6726万円 28億2242万円

9億7702万円 9億8590万円 8億4379万円

億0万円

50億0000万円

100億0000万円

150億0000万円

200億0000万円

250億0000万円

300億0000万円

350億0000万円

400億0000万円

R4 R5 R6

議会費 総務費 民生費 衛生費 土木費 消防費 教育費 公債費 その他

376億7522万円 368億1211万円 377億5861万円

② 貝塚市の支出はどれくらい?（目的別） 

歳出（目的別）の推移 

歳出総額は、令和 4 年度から 5 年度にかけては約 9 億円減少しており、令和 5 年度から 6 年度にかけて約

9 億円増加しております。令和 5 年度から 6 年度にかけての主な増加要因は民生費になります。物価高騰対

策給付金事業の増加が要因としてあげられます。 

 目的別の中で最も大きい比率を占める経費は民生費です。生活困窮者や子育て世帯、障がい者等への支援

など、多くの福祉サービスを行っているためです。 

民生費が大きな割合を占

めているんだね～。 

これからも少子高齢化が

予想されるから 

高齢者福祉や医療、子育て

支援などにますます必要

になっていくね。 
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117億7025

万円

67億5367万

円

28億2242万

円

40億7544万

円

53億2679

万円

37億4124万

円

18億2749万

円

14億4131万

円

扶助費

人件費

公債費

物件費

補助費等

繰出金

普通建設事業費

その他

377億

5,861

万円

111億9155万円 121億7492万円 117億7025万円

60億6051万円 61億8831万円 67億5367万円

26億0037万円
26億6726万円 28億2242万円

45億9366万円 40億1898万円 40億7544万円

43億9228万円 39億8387万円 53億2679万円
34億7795万円 37億0324万円

37億4124万円
41億6074万円 27億1485万円

18億2749万円11億9816万円
13億6068万円

14億4131万円

億0万円

50億0000万円

100億0000万円

150億0000万円

200億0000万円

250億0000万円

300億0000万円

350億0000万円

400億0000万円

R4 R5 R6

扶助費 人件費 公債費 物件費 補助費等 繰出金 普通建設事業費 その他

③ 貝塚市の支出はどれくらい?（性質別） 

市の支出経費には以下のような種類がありま

す。 

扶助費：生活に困っている方や障害のある方、

子育て世帯などを援助するためのお

金 

人件費：職員の給料・退職金などにかかるお金 

公債費：市の借金を返済するためのお金 

物件費：文房具など物品の購入や光熱水費、委

託料など、消費的性質のお金 

補助費等：住民や関係団体等を補助するため

に支払うお金 

投資的経費：道路や学校の建設工事などにか

かるお金 

歳出（性質別）の推移 

扶助費・人件費・公債費を義務的経費と言うんだ。

支出が義務付けられ、削減が難しい経費のことだよ。

貝塚市では半分以上を占めているね。 

377 億円 5861 万円 
376 億 7522 万円   368 億 1211 万円   
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  類似団体と比較してみよう。 

一人当たりの歳入の比較 

一人当たり歳出（性質別）の比較 

 

〇歳入額の比較 

貝塚市：一人当たり 465,611 円 

類似団体：一人当たり 478,391 円 

類似団体と比較すると、市税や使用料・

手数料、分担金・負担金などが低い水準に

あります。 

これらは自主財源といい、市が自主的

に集めることができるお金です。今後、自

主財源を増やしていく取り組みが大事に

なります。 

 

実際に市民一人当たり※1 の本市の令和 6 年度決算額（円）について類似団体※2（令和 5 年度決算額（円））

と比較したものが下記のグラフになります。 

※1.市民の人口は、令和 7 年 1 月 1 日、類似団体は令和 6 年 1 月 1 日に住民基本台帳に登録されている人口

に基づきます。 

※2.類似団体とは人口及び産業構造等により全国市町村を 35 のグループに分類した中で、同じグループに 

属する団体を言います。 

〇歳出額の比較 

貝塚市：一人当たり 463,751 円 

類似団体：一人当たり 459,645 円 

扶助費や人件費が類似団体を上回っ

ています。扶助費は生活保護費のうち医

療扶助が類似団体より高い水準になっ

ている事が要因です。また、人件費につ

いては一部の業務を直営実施している

事が要因ですが、その分物件費は委託料

等が不要であるため、類似団体より低い

水準になっています。 

5 

139,687 

151,767 

39,991 

34,243 

85,244 

70,172 

6,095 

8,829 

110,669 

94,226 

38,156 

37,330 

9,442 

18,186 

12,349 

23,854 

23,978 

39,784 

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000

貝塚市(R6)

類似団体(R5)

市税 譲与税・各種交付金
地方交付税 使用料・手数料、分担金・負担金
国庫支出金 府支出金
繰入金 市債

122,194 

144,562 

66,486 

82,948

35,590 

34,665 

67,033 

50,055 

55,597 

65,424 

38,699 

45,950 

45,982 

22,445 

28,064 

17,702 

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000

類似団体(R5)

貝塚市(R6)

扶助費 人件費 公債費 物件費
補助費等 繰出金 普通建設事業費 その他



 

最近の貝塚市のお財布事情を身近に感じてもらえるように、令和 6 年度決算額を年収 500 万円の家計簿に置き

換えてみました。内訳はどうなっているでしょう？ 

 収入は、給与やパート収入のほか、ローン収入や親からの援助もあります。支出は、食費よりも、医療費や子

どもの保育料の方が多いようです。気になる項目を見てみましょう！ 

 

 

 

 

  

お財布事情を家計簿で見よう! 

収 入 支 出 

〇給与(基本給)：地方税 

〇給与(手当・ボーナス)：地方交付税、譲与税 

〇親からの援助：国・府支出金 

〇パート収入：使用料・手数料、寄附金など 

〇貯金引き出し：基金からの取り崩し 

〇繰越金：前年度からの繰越金 

〇ローン借入：市債 

〇医療費・保育料：扶助費 

〇食費：人件費 

〇ローン返済：公債費 

〇光熱水費・日用品：物件費 

〇貯金：積立金 

〇仕送りなど：繰出金、補助費等 

〇家の増改築費：投資的経費、維持補修費 

い 
毎年借入して大丈夫かな？貯金は十分にできているのかな？ 

仕送りってどこにしているんだろう？等のギモンに次から答えていくよ。 

毎年借入して

大丈夫？ 

150

94

160

69

10
4

13

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

ローン借入

繰越金

貯金引き出し

パート収入

親からの援助

給与（手当・ボーナス）

給与（基本給）

156

89

37

54

13

122

28

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

家の増改築費

仕送りなど

貯金

光熱水費・日用品

ローン返済

食費

医療費・保育料

貯金ってどれくら

いあるのかな？ 

仕送りはどこにし

ているんだろう？ 
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 市債は、市が公共施設整備などの資金を、国や金融機関などから借り入れる、家計でいうところのローンのよ

うなものです。「臨時財政対策債」（【地方債残高の推移】青色棒グラフ）は、国が地方交付税を全額準備できない

場合に、足りない分を地方自治体に借金させる形で一旦補い、後から地方交付税として交付するもので、特例債

と呼ばれています。 

 直近 5 年間の市債残高の推移および類似団体と比較したものが下記のグラフです。令和 2 年度までの市債残高

は 270 から 280 億円前後で推移し、人口 1 人あたりの市債残高は類似団体内平均値を下回っていましたが、令

和 3.4 年度に新庁舎整備事業による市債の発行を行ったため、残高が大幅に増加し、令和 3 年度に類似団体内平

均値を上回りました。 

令和 6 年度は、「臨時財政対策債」の償還が進んだため残高は減少しました。 

 

 

将来世代への過度な負担を残さないように持続可能で安定した財政運営に努めていきます。 
 

 

ローンの負担は大丈夫? 

令和 3,4 年度に増加したが、令和 5 年度以降は減少傾向。 

〇毎年の支出を平たんにするため 

⇒借金をせずに 1 年で多額の建設費を支払うと、その年は他のサービスのためのお金がなくなってしまいます。 

〇現在の市民と、将来の市民の負担を公平にするため 

⇒借金をせずに 1 年で多額の建設費を支払うと、将来の市民も使用する公共施設の建設費を現在の市民だけが負担

することになってしまいます。 

☆赤字債は発行することができない 

⇒原則赤字を補てんするための借金はできません。基本的には上記 2 つの理由を基に建設費に対してのみ借金がで

きます。 

なんで借金するんだろ～? 

156 154 145 132 120

129 164 178 185 181

0

50

100

150

200

250

300

350

R2 R3 R4 R5 R6

【地方債残高の推移】

臨時財政対策債 地方債残高（臨財債除く）

301318 323 317
285

(億円)
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334,845 

378,417 

388,392 
384,631 

369,325 
361,297 354,346 

344,152 
335,577 

300,000

320,000

340,000

360,000

380,000

400,000

R2 R3 R4 R5 R6

（円）【人口1人あたりの市債残高】

貝塚市 類似団体内平均値



ポイント 

市は決算で赤字が見込まれる場合、財政調整基金を取り崩して、歳入が歳出以上になるように調整します。 

よって、財政調整基金の増減が市の決算を見る一つの目安となります。貝塚市は令和元年度以降、財政調整 

基金を取り崩すことなく財政運営を行っています。これからも類似団体の状況も参考としながら、基金残高の 

適正な管理に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

市が健全な財政運営を行うための蓄えを基金といいます。

家計でいうところの貯金にあたります。基金には、大きく分け

て財政調整基金・減債基金・特定目的基金の 3 種類あります。 

直近 5 年間の基金残高の推移及び類似団体との比較が下記

のグラフになります。令和 2 年度以降、残高は増加していま

す。特に令和 2 年度から 3 年度にかけては、普通交付税の増

加等により実質収支が黒字となったため財政調整基金に積み

立てしたこと、財産収入などを公共施設の老朽化に対応するた

め特定目的基金に積み立てたことにより大きく増加しました。また、令和 5.6 年度についても引き続き黒字にな

ったため、積み立てしています。 

類似団体との比較について、令和 2 年度には人口 1 人あたりの基金残高は 18,573 円の差がありましたが、そ

れ以降、毎年度財政調整基金を積み立てたことにより令和 5 年度は、10,379 円の差になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯金はどれくらい? 

貯金額は近年増加傾向。 

～基金の種類～ 

〇財政調整基金: 災害や景気の悪化等不測の事態に備

えるために積み立てる貯金。 

〇減債基金:市債の返済に備えるために積み立てる貯金 

〇特定目的基金:福祉、教育、まちづくりなど、特定

の目的のために積み立てられる貯金 
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8,473 

3,201 
4,298 4,240 4,244 4,262 

189 

189 189 189 320 
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特定目的基金 減債基金 財政調整基金
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【実質公債費比率】 

これから借金返済に使うお金 

１００ 

１００ 

- 

 

 

 

 

 

 

 

 実質公債費比率は、ローン返済にどれくらい使っているかの指標で、将来負担比率は、これからのローン返済

にどれくらい使うかの指標です。 

 「早期健全化基準」(イエローカード)・「財政再生 

基準」(レッドカード)(※将来負担比率はなし)が下記 

図のように設けられており、基準を超えると、借金を 

する際に制限がかかるなど、国の関与のもとで財政運 

営をしなければいけなくなります。 

 早期健全化基準に至った時点で、非常に厳しい財政 

状況に陥っているため、早期健全化基準に至らないよう 

健全な財政運営を心掛ける必要があります。 

 

 実質公債費比率 将来負担比率 

早期健全化基準 25.0％ 350.0％ 

財政再生基準 35.0％  

 

ローンの負担は大きすぎない? 

～実質公債費比率・将来負担比率～ 

ローンは残っているが健全な財政運営ができている 

計算式 

【将来負担比率】 

借金返済に使ったお金 

自由に使えるお金 

自由に使えるお金 

貝塚市の直近 5 年間の実質公債費比率は、令和

3 年度まで減少傾向でしたが、令和 4 年度は横ば

い、令和 5 年度は 5.0％と増加しました。 

これは、高機能消防指令センター更新事業に係

る起債の返済開始等により、元利償還金が増加し

たためです。 

 類似団体平均と比べると、低い水準であり、ま

た早期健全化基準を下回る水準にあります。 

貝塚市の直近 5 年間の将来負担比率は、令和 3

年度まで減少傾向でしたが、新庁舎整備のために

市債を借入したため、令和4年度は増加しました。

令和 5 年度は、基金積み立て等により、16.7％と

減少しています。 

類似団体平均を上回っているものの、早期健全

化基準を大きく下回っています。今後も公共施設

等マネジメントの推進により投資費用の抑制を

行い、引き続き健全な財政運営に努めます。 
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 これが基準だね。 

5.4
4.7 4.7 5.0

5.76.2 5.7 5.8 5.8

0

2

4

6

8

R2 R3 R4 R5 R6

【実質公債費比率の推移】

貝塚市 類似団体平均

21.4

10.0
18.8

16.7
12.1

20.4

11.2

4.6 4.20.0

10.0

20.0

30.0

R2 R3 R4 R5 R6

【将来負担比率の推移】

貝塚市 類似団体平均



 

 

  

 

 

 

市町村のお財布には、一般会計以外に特別会計があり、その中には公営企業会計があります(1 ページ参

照)。一般会計と特別会計は別々のお財布ですが、一般会計のお財布から特別会計のお財布へ仕送りすること

があります。例えば、公営企業である下水道事業会計は、事業の経費を税金ではなく、下水道の使用料でまか

なうのが原則ですが、一般会計のお財布で負担すべき性質の経費もあるため、仕送りをしています。 

下の図は、一般会計から他会計への仕送りの状況です。一般会計の歳出のうち、約 15.3％が他会計への仕送り

に使われています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後も、少子高齢化の影響や社会情勢の変化に注視しつつ、一般会計の過度な負担にならないように、基準に沿

った適正な仕送りを心掛けていきます。 

 

 

 

他のお財布への仕送りは?～繰出金・負担金の状況～ 

他会計との相関図 

特別会計 

一般会計 

公営企業会計 

国民健康保険 

約 9 億円 
後期高齢者医療 

約 16 億円 

介護保険 

約 13 億円 

水道 

約 1 億円 下水 

約 10 億円 
病院 

約 9 億円 

 

家計に置き換えてみると、 

年収 500 万円の家庭で子どもへの仕送りを

77 万円しているのと同じだね。 
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繰出金・

負担金

約58億

令和6年度 歳出合計378億円

一般会計 



 

課題の一つ目は人口減少・少子高齢化です。貝塚市の人口は平成 23 年頃をピークに減少しています。また、

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が『日本の地域別将来推計人口』（令和 5（2023）年推計）の推定結

果（下グラフ）を示しており、今後もその傾向は続くものと想定されています。一方で高齢者人口は増加する

事が示されており、2045 年には、高齢化率は約 40％になることが見込まれています。 

このように、人口減少・少子高齢化が進むと、市税の減少や社会保障関係経費の増加が懸念されます。 

 

 

課題の二つ目は、公共施設の老朽化です。貝塚市における公共施設等は、平成初期に建築の大規模施設が多

く、老朽化の問題を抱えています。そのため今後、修繕や更新の必要性が生じるため、投資的経費等の支出が

見込まれます。 

人口減少局面を迎えている現状に鑑み、修繕や更新のみならず、統合・廃止・複合化を進めていく必要が

あります。 

貝塚市の課題と取組 

①貝塚市が直面する課題は? 

1.人口減少・少子高齢化 
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2.公共施設の老朽化 
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本市の収支見通し(一般財源ベース)は下図になります。 

 
 

収支見通しに本市の抱える課題が以下のような形で表れています。 

ポイント① 市税の伸び悩み 

→課題 1 にあげた人口減少により、市税について大幅な伸びが見込めない状況です。 

ポイント② 義務的経費（扶助費）の増加 

→課題 1 にあげた高齢化により、令和 11 年度まで増加すると見込まれています。 

ポイント③ 特別会計（介護保険特別会計 等）への繰出金の増加 

→課題 1 にあげた高齢化の影響で、令和 11 年度まで増加すると見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位:百万円

R7～11年度計

金額 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額

11,373 11,867 4.3% 11,937 0.6% 11,856 △ 0.7% 11,860 0.0% 12,071 1.8% 59,591

7,025 6,972 △ 0.8% 7,105 1.9% 7,292 2.6% 7,485 2.6% 7,526 0.5% 36,380

6,530 6,572 0.6% 6,705 2.0% 6,892 2.8% 7,085 2.8% 7,126 0.6% 34,380

411 400 △ 2.7% 400 0.0% 400 0.0% 400 0.0% 400 0.0% 2,000

84 0 皆減 0 - 0 - 0 - 0 - 0

3,256 3,001 △ 7.8% 3,091 3.0% 3,184 3.0% 3,280 3.0% 3,378 3.0% 15,934

その他の収入 2,608 1,701 △ 34.8% 1,074 △ 36.9% 1,009 △ 6.1% 1,009 0.0% 1,009 0.0% 5,802

24,262 23,541 △ 3.0% 23,207 △ 1.4% 23,341 0.6% 23,634 1.3% 23,984 1.5% 117,707

R7～11年度計

金額 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額

12,047 12,334 2.4% 12,395 0.5% 12,520 1.0% 12,659 1.1% 12,737 0.6% 62,645

6,155 6,230 1.2% 6,271 0.7% 6,280 0.1% 6,326 0.7% 6,338 0.2% 31,445

内、退職手当 245 186 △ 24.1% 169 △ 9.1% 173 2.4% 174 0.6% 208 19.5% 910

3,070 3,131 2.0% 3,194 2.0% 3,258 2.0% 3,323 2.0% 3,389 2.0% 16,295

2,822 2,973 5.4% 2,930 △ 1.4% 2,982 1.8% 3,010 0.9% 3,010 0.0% 14,905

375 655 74.7% 520 △ 20.6% 373 △ 28.3% 364 △ 2.4% 353 △ 3.0% 2,265

11,689 10,581 △ 9.5% 10,435 △ 1.4% 10,601 1.6% 10,778 1.7% 10,920 1.3% 53,314

3,245 3,326 2.5% 3,356 0.9% 3,423 2.0% 3,491 2.0% 3,561 2.0% 17,157

4,835 3,920 △ 18.9% 3,790 △ 3.3% 3,839 1.3% 3,895 1.5% 3,914 0.5% 19,358

内、病院事業 910 900 △ 1.1% 900 0.0% 900 0.0% 900 0.0% 900 0.0% 4,500

内、下水道事業 987 911 △ 7.7% 911 0.0% 938 3.0% 975 3.9% 998 2.4% 4,733

内、岸貝清掃施設組合 699 697 △ 0.3% 848 21.7% 870 2.6% 889 2.2% 895 0.7% 4,199

内、企業借入金償還金 124 124 0.0% 123 △ 0.8% 122 △ 0.8% 121 △ 0.8% 121 0.0% 611

2,926 2,988 2.1% 3,038 1.7% 3,088 1.7% 3,141 1.7% 3,194 1.7% 15,448

683 347 △ 49.2% 251 △ 27.7% 251 0.0% 251 0.0% 251 0.0% 1,351

24,111 23,570 △ 2.2% 23,350 △ 0.9% 23,494 0.6% 23,801 1.3% 24,010 0.9% 118,224

△ 517

(R3～7年度計)

1,023

984

39

(R7～11年度計)

0

(R7～11年度計)

△ 478

 財政収支見通し(一般財源ベース)

歳　　　　　　　　入
R7 R8 R9 R10 R11

市税

R6決算

歳入合計　A

歳　　　　　　　　出

地方交付税
普通交付税

特別交付税

臨時財政対策債

地方譲与税・各種交付金

R9 R10 R11

義務的経費
人件費

扶助費

公債費

R6 R7 R8

歳出合計　B

歳入歳出差引額（Ａ-Ｂ）　C

投資的経費　　

その他の経費

物件費

補助費等

繰出金

その他（維持補修費等）

△ 153 △ 167 △ 26

第三次貝塚新生プラン効果額（見込み）　Ｄ

151 △ 28 △ 143

（内、収支見通しへの反映済分）　Ｅ

167 280

167 241

財政調整基金取崩額 Ｇ

0 39差引効果額（Ｄ-Ｅ）　Ｆ

0 0 0 0 0 0

△ 167 △ 26151 11 △ 143 △ 153実質的収支（C+Ｆ+Ｇ）　H

②貝塚市の収支見通し 

ポイント② 

ポイント①～③などが要因で、令和 8 年度より歳出が歳入を上回り、実質的収支

が赤字になっているね。それだと、基金（貯金）を切り崩す必要が出てくるんだ。

その状況を改善するためにこれまで以上に行財政改革に取り組む必要があるね。 
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ポイント① 

ポイント③ 



①税収の拡大 

企業誘致やシティセールス、定住促進など、将来を見据えた税収獲得に取り組みます。また、キ

ャッシュレス決済の推進を含め、利便性の高い納付環境を整備し、収納率の向上に努めます。 

②市有資産の有効活用 

未利用や低利用の財産の貸付等、有効活用します。また活用が見込めない財産については売却を 

視野に整理を進めます。 

③使用料・手数料等の見直し 

各行政サービスや施設の利用者と未利用者の公平性の観点に、サービスや施設の運営コストの観

点を加味し、必要なものについては見直しを行います。 

④ 税外収入の確保 

ふるさと応援寄附の獲得を目指します。また、市が発行する印刷物やホームページ、市が所有す

る施設など、広告等の媒体となり得る多様な資産を活かした自主財源の獲得に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入増加の取組 

歳入増加策①～④に共通されるのは、いずれも自主財源であるということな

んだ。譲与税や各種交付金、地方交付税など国や府から割り当てられ、市独

自では金額が決める事の出来ない依存財源に頼りすぎるのではなく、市の頑

張りが反映される自主財源を獲得することが大事になってくるんだね。 
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① 廃止も含めた事業費の適正化 

既存事務事業について、継続的な見直しを行います。コスト意識を徹底し、事業費が過大になって

いるものや、役割を終えたと判断できるものは、事業の廃止も視野に適正化を進めます。  

② 公共施設等マネジメントの推進 

公共施設に対するニーズや利用形態の変化に対応し、施設の量と配置の適正化を進めます。その

うえで、将来的にも必要な施設については予防保全の対策を進め、計画的な長寿命化を図るとと

もに、管理運営コストの削減に努めます。一方で、施設の統合・廃止などにより売却益があった場

合は基金に積み立てを行い、必要とされる施設の改修にあたって計画的に繰り入れることにより、

さらなる財政負担の平準化を図ります。 

③ ＩＣＴ化の推進 

ＡＩやＲＰＡなど新たなデジタル技術により事務の効率化と正確性の向上に取り組みます。また、

行政文書の電子化を図り、事務の効率化と生産性の向上を図ります。  

④ 民間活力の導入 

指定管理者制度やＰＰＰ・ＰＦＩといった様々な手法を通じた官民連携を推し進めることによっ

て、市の財政負担の抑制と平準化を図るとともに、民間事業者にビジネスチャンスを提供し、施設

等を利用する市民を含めた好循環を生み出します。 

⑤ 地域連携の推進 

行政課題の解決にあたって、遠隔自治体との広域連携、大学等教育機関との官学連携、さらには民

間事業者等との連携・協働を進め、質の高い行政サービスの実現を目指します。  

⑥ 職員配置の最適化 

将来を見据えた人員配置や多様化する市民ニーズにも柔軟に対応する組織機構の編成に取り組む

とともに、研修などを通じた人材育成も積極的に推進し、効果的・効率的な組織運営に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出抑制の取組 

人口の減少が避けがたい以上、全ての公共施設を現状のまま運

営するのは、むずかしいんだ。だから、更新や建て替えのみではな

く、ニーズやコストを検討したうえで、統合・廃止・複合化を進め

ることが大事だね。 

 また、デジタル技術を積極的に取り入れるなどしていかに効率

的な運営ができるかみんなで考えていくことも大事だね。 
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